
発表されているが，非定常キャビテーションによる影

響を考慮したサーフェス・フォースを求める高橋の方

法 [13]が本邦では最も多く用いられているので，こ

こでもこの方法によってサーフェス・フォースを求め

ることにした。

もう 1種類のプロペラ起振力は通常ベアリング・フ

ォース (Propeller excited vibratory forces and 

moments)と呼ばれる成分であり，この起振力の計算

方法もサーフェス・フォースと同様多く発表されてい

るが，ここではやはり最も多く使用されている非定常

プロペラ揚力面理論の方法によることにした。

実船での r=0.9R,(J＝0゚ 付近の伴流分布形状を推

定し，満載状態の計画速力に於けるサーフェス・フォ

ース F。を求めた値は次の通りである。

満載状態： F。＝0.83ton, Fo/Dp2 = 0. 09ton/ m• 

となる。このサーフェス・フォースはプロペラ上方の

外板がフラットであると仮定して求められた値であり，

実際は船底曲面のため，これより幾分小さいはずであ

る。文献13)の討論中にサーフェス・フォースの容認限

界として Fo/DP2<0. 6~ 0. 7 ton/ m'が， また，文献14)

では，変動圧力振幅に対する容認レベルとして 7KN/m'

(=ton/m')が示されている。本船の場合，前者に対し

ては上記の通りであり，後者に対しては， 0.29ton/m'

（満載）となり，何れも小さく，本船のサーフェス・フ

ォースは全く安全域にあることが判明した。参考とし

て他船との比較[15]を表ー7に示した。表中の199G/T

カーフェリー，漁船B及び 1軸大型コンテナー船Bは

何れも船尾振動が問題となった船である。

第4船の実船について，ベアリング・フォースの検討

を行うためには，実船の伴流分布を推定する必要があ

るので，笹島・田中の方法によって実船伴流を求める

ことにした。ただし， tangential成分△V(Jは除外し

Vxだけを対象にした。推定された伴流分布と実船プロ

ペラの作動条件（回転数）からベアリング・フォース

を計算し，他船のものとともに表ー8に示した。表ー8

中には，第 4船の模型船のベアリング・フォースも示

した。 6隻の他船は全て模型船についての計算値であ

るが，これらと比べて本船は特に大きな値を示してい

ない。ベアリング・フォースに関して提案された容認

限界[16]の 1例と本船の実船値を比較すると，（△KT/

氏）＋（△k“氏） ＜0.25（本船は0.159),（△KFv/KT)+ 
（△KFz/KT) +｛△KMY / (0. 3R • Kサ｝＋｛△KMz/(0.3 

R・Kサ｝＜0.35（本船は0.128)であり，やはり小さい

値となっており，これらの比較から，本船は船尾バル

ブの効果も幾分あずかって，ベアリング・フォースで
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も問題のないことが判明した。

5. 性能改善にもとずく経済性評価

5隻の模型船による船型試験を実施した結果，大幅

な馬力低下が得られたが，この船型開発の成果を，馬

カの低減量のほかに更に経済性評価によって示すこと

が望ましいと考えられる。

経済性を判定する指標即ち尺度としては，数多くの

ものが発表されているが〔17〕〔訪〕〔19〕，将来に互る

収入や諸経費の予測が精度的に不十分な建造計画時に

は， トン当りの輸送コスト（年間に輸送される貨物の

1重量トン当りの輸送コスト）とか資本回収率が適当

であると考えられる。

船舶の性能向上による経済性を比較検討する場合に

は，ある設定された稼動ルーチンとそのスケジュール

にもとずいて長期間連続して繰返し輸送する場合を対

象とするのが普通である。この場合のトン当りの輸送

コスト [17] と資本回収率 [18]は次式で示される。

トン当りの輸送コスト＝ ［年間総運航経費］／［年

間貨物輸送量］ （5) 

資本回収率 (CRF)=［年間利益］／［総投下資本］

＝ ［年間運賃収入一年間運

航経費］／［船価＋乗り出

し費用］ （6) 

ここで，（5）式の年間総運航経費は 4章で述べた輸送

コストのことであり，（6）式の年間運航経費と償却費の

和で表わされる。従って，（CRF)一1は，

(CRF）一l=投下資本償却年数 (7) 

を示している。

第4船の比較基準船に対する経済性評価も上記の 2

つの指標で行うことにする。 (5)式，（6）式を算出するた

めの各項目について以下に簡単な説明を加える。

［船価］ S。:船価の算出は， 4. 2. 2で述べた方

法に倣うものとする。第 4船（新開発船）の船価が，

比較基準船と異なる項目は次の通りである。

a)長さ，吃水，肥痔係数などの船体主要寸法の変化

b)船首，船尾のバルブの装着

C)舵形式の変更

d) ソールピースの除去

e) 白油積みタンク内のエポキシ系塗装

f)主機馬力の低減

g)大直径プロペラの採用

h)減速機を含む軸系の変更

(299) 
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表ー9 比較基準船と新開発船の船価（単位：千円）

比較基準船

Lpp (m) 7 6.00 

B (m) 12.00 

d (m) 5.05 

D (m) 5.50 

L•(B+D) 1,330.0 

所要馬力 (ps) 1,340 

主張馬力 (ps) 1,812.9 

a)船殻 費 133,141.0 

b)艤 装費 143,680.0 

c) （磁電磁関・部部費費) 1'48,98 7.4 

製造原価 425,808.4 

船価， So 474,282.4 

a) ~e)は，船殻の材料費とエ費などの変化， f)~h) 

は，主機・補機費及び関係工費の変化となる。 a)~h) 

を個々に見積って算出した船価を表ー9に示すが，新開

発船の船価は，基準船のそれより 4,325万円高， 109.1

％となり，この9.1％のコストアップの内， 6.5％まで

は，主要寸法 (L,d等）の増加・船首・船尾バルブの装

着及びタンク内特殊塗装による船殻費の増加分による

ものである。

［乗り出し費用］ s: s =SoX0.04 

［総投下資本］ S1:これは乗り出し船価とも呼ば

れ， S戸 s+s。=1.04XS。
［年間総運航経費］ Y:4.2.2の(3)式で既に記述した

ようにY=YげY叶•…••+y14で示される。ここでは

個々の費目ごとに推定はせず，次のようにして求める

ことにした。乗組員数に関係する Y1及び総トン数に関

係する Y2,Ys, Y4, Y6, Y1, Ys, Y13, Y14は両船が

ともに12名乗組の999総トンの船舶であるため，これら

は両船同一であり， 4章での値を使用する。保険料

(Yふ金利 (Y,），償却費 (Y叫，主機燃料費 (Y叫，

補機燃料費 (Y12)の計算は 4章と同じ方法を用いる。

(300) 

新開発船 備 考

78.00 

12.00 

5.30 

5.80 

1,388.4 

1,018 満載， 12ノット，表ー3より

1,377.3 ＝所要馬力X戸1.15 

I 63,861.0 
コストア 9 プ率

= 23.1% 

コストア 9 プ率
149,988.9 

=4.4o/o 

:::,ストア 9 プ率
150,787.4 

= 1.2% 

464,637.3 =a}t-b)+-c） 

517,531.6 
コストアっブ率＝ 9.1% 

Y11とY12を算出するためには，年間運行時間モデルを

設定する必要がある。当該船舶の最近の運行実態に関

する調査資料をもとに設定した運航時間モデルを表

-10に示す。表中の時間モデル以外の記載は，文献 1)

に於ける試設計船についての運航時間モデルより転載

し，これに倣うことにした。以上のようにして算出し

た年間の燃料消費量及ぴ燃料費を表ー11に示す。表一11

によると，全体の燃料費に対する推進用燃料費の割合

は基準船の72.8％に対し，新開発船は69.2％であり，

3.6％低下した。新開発船の推進用燃料費及び全体の燃

料費の基準船に対する節燃費率はそれぞれ16.3%,

11.9％であった。

これらの燃料費を含めて算出した年間総運航経費Y

を表ー12に示す。表ー12によると，新開発船の年間総運

航経費は比較基準船の99.0％となった。

［年間貨物輸送量］ w:1航海の貨物輸送の荷油重

量CWと，年間航海回数N （表ー10参照）より， W=

CW・Nと示されるが， CWは次のようにして求められ

る。即ち， 4章 2節 1項の f)で記したように黒油積

みの基準船と白油積みの新開発船の荷油容積はそれぞ
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表ー10 999G/T型内航タンカーの運航時間モデル

満 戟 航 海
荷役

出港 単純航海 入 港

推 進
← 40h→← 2325h ―一

← 65h 
R ◎ R 

軸発電 ← 40hkw →← 2325h → 
← 66R 52khw → 62 49kw 

主 c ◎ 

バラストポンブ

機ウインドラス
lo- 40:w....., 2← 44k0w → h 24 

R R 

ウインチ
K-40h → -4 13kOw h., 13kw 

R c 

関 カーゴポンブ

主機冷却水 ← 40h kw -K-
2325h → ←163k5w ~ ボ ン・ プ 13 13kw 

R ◎ c 

発 電 機
~410kh w -; k 

38 
R 

停泊用発電機

補助ボイラー K--
1500h → 

◎ 164ん h

バラスト航海
『役 停泊 備 考

出港 単純航海 入港

1+-45h→← 2065h → にー 60h→
R ◎ R 

I<-45khw → ← 2065h → I<-60h→ 
5 J 49kw 51kw 
R ◎ R 

F 341.55kh w → ←3→ ll1.5Okw h 3 91．0后h 卜3 60に1.5 
R ◎ ◎ R 

←45:ず 絆24kh→w 24 

R R 

← 45h → ← 4103kh → w 13kw 

R R 

現OOしps 

°陣 ← 45h kw → ← 
2065h →← 60h→ 

3kw 13 13kw l 3kw 

I R ◎ R 

~Oh —ー』
3kw 

口100k;/h 
21 

R 

荷

2
↑6
R「“↑

R
-
3
3
1
虚

0 R.◎：重油

0 年間の稼動時間は．修理時間 240hを除いて 8500hとした。

ー航海所要時間は平均 78h，年間航海数は IO9回とした。

れ約2,340m3と2,850面であるので，黒油と白油の比重，

膨張率を考慮すると CWはそれぞれ2,llltonと2,247

tonとなる。従って，両船のWは，

基準船 W=2, llltonX 109回＝230,099ton

新開発船W=2,247tonX109回＝244,923ton

［年間運賃収入］ R:フレイトレ～卜を re,年間貨

物輸送容積をQとすると， R= Q Xrcである。内航タン

カーの reについては，当該船舶の積み量を対象として

白油，黒油の区別なくある設定された運送距離により，

その時の実勢により決められる。最近の参考値を使っ

て計算すると，

基準船R=Q・ rc=331,578千円

新開発船＝403,845千円

となり，年間運賃収入の差は約22%，約7,227万円とな

った。

以上の各項目について算出した値を表ー13に示した。

更に(5),(6), (7)式を使って重量トン当りの輸送コスト，

資本回収率及び投下資本償却年数を求め，これらを表

-13に示した。表ー13によると，新開発船の重量トン当

りの輸送コストは，比較基準船より約 7％も下り，資

本回収率は53％上昇し，投下資本償却年数は，比較基

準船の4.2年に対し，新開発船は2.7年であり， 1.5年短

縮された。従って，新開発船には高経済性内航船舶と

しての評価を与えることが出来よう。因に，当該船舶

の稼動年数は 7年と言われており，これを過ぎると，

馬力性能，集荷性能の低下などのため売却船の対象と

なってゆく。

6. 結 -
0
 

本研究に於いては， 999G/T型内航タンカーの船型

開発を，従来から行われて来た船型要素の変化による

系統的模型試験によらず，視点を変えた船型開発法に

よって実施してきたが，研究経過の要約と得られた主

な結果は次のとおりである。

1)実船の主要目並びに性能についての調査を行っ

た結果，主要目調査からは，緩やかではあるが，長さ

を長くし，船体肥脊度を小さくし，痩せ型化を図る一

方， DWは大きくとる傾向が見られた。次に，性能調

査からは，省エネルギー対策を行っている船は馬力，

プロペラ回転数が低く， Cadmが高くなっていることが

(301) 
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表ー11 年間の燃料消費量(k1)及び燃料費（千円）

A 重油

推 進 用 53.621 

軸 発 3.124 

バラストボンプ 1.043 

ウインドラス 1.250 

ウインチ 0.677 

カーゴボンブ 27.838 

主機冷却水ポンブ 1557 

小 計 89Jl0 

主発電機 12.006 

停泊用発電機 27545 

小 計 39551 

補助ポイラー

小 計

年間燃料消費量 128.661 

推進用の比率 41.7 o/o 

省ニネ量（阻翌）

年間燃料費 8;3630 

推 進 用 3,485A 

節燃費（野嬰）

表ー12 年間総運航経費（＝輸送コスト），千円

比較基準船 新開発船 備 考

船 価 So 474,282.3 5 l 7,531.6 

乗出し船価 Sl 493,253.6 538,232.9 

保険料 Y, 7,398.8 8,073.5 

金 利 y. 23,774.8 25,942.8 

償却費 Y10 44,392.8 4 8.44 1.0 

主様燃料費 YII 

} 78,596.3 69,244.8 表ー 11より

補機燃料費 Y19 

その他(Y,+Y,+ 船員費(Y,)など。

Y,+Y.+Y,+Y,+ 103,323.0 同 左 4 • 2 • 2の(2より

y.+Yls+Yu) 

輸送コスト 257,485.7 255,025.1 Ys以下の合計

” の比率 100 9 9.0 

(302) 

比較基準船 新開発船

C重油 合 計 A重油 • C重油 合計

11)33.6：50 1,087.271 45.082 864.487 ． 909.569 
52A82 55606 3124 52.482 55.606 

1.840 2.883 1943 1.840 2883 

1.250 1.250 1250 

0.677 0.677 0.677 

27838 27.838 27838 

16.6159 18226 1S57 16.669 18.226 

1,104.641 1,193.751 80S71 935.478 11)16049 

12006 12!106 12006 

27.545 27.545 27.545 

39.551 39.55 l 39.551 

246000 246000 246000 246000 

246000 246!JOO 246DOO 246D00 

- -
1,350.641 1/179.302 120.122 1,181.478 1,301.600 

76.5 ％ 735 % 37.5 ％ 732 o/o 69.9 ％ 

8.539 169.163 177.702 

70;1.333 78;j96.3 7$07.9 61,436.9 69.244.8 

53,749.8 57,2352 2!J30.3 44$)533 471383.6 

555l 8,796.4 9,351.5 

表ー13 経済性評価

a)年

b)年

c) 

d) 

e)年

f)~t 

g)年

h)年

i)船

i)乗

k)総

1)資

m) C 

n) 投

間総 運航経 1!Y （千円）

脚貨 物輸送嵐 w (トン）

副Itトン当りd愉送コスト（升ル／トン）

：）の両船の比率

間遅 賃収入 R （千円）

却 りし y,。（千円）

1111運航経貨(Y-Y,o)（干円）

間利益 Pr (千円）

価 So (千円）

出費用 s （千円）

投 下資本 S̀ （千円）

本回収率 ORF

RF の両船の比率

下資本 償 却 年 数 （年）

比較基幽船

2 5 7,4 8 5.7 

230,099 

1.1 1 9 

100 

331,578 

44,392.8 

21 3,0!)2.9 

118,485.1 

474,282.4 

1 8,971.3 

4 9 3,253.7 

24.0% 

100 

4.2 

新開発船 備 考

255,025.1 

2 4 4,9 2 3 

1.U 41 =Y/W 

9 3.1 

403,845 

48,441.0 

206,5841 Y—Y10 

197,260.9 R-(Y―Yao) 

5 17,531.6 

20,701.3 =So X 0.04 

5 38、232.9 =s+So=l.04XSo 

36.6% =Pr/sl 

153 

2.7 (ORF)ー1



明らかになった。また，計画速力は凡＝0.22付近で，

タンカーとしてはかなり高く，造波抵抗に関する検討

が必要であることが判明した。

2)実船の性能趨勢の調査から得られた結果をもと

に，抵抗・推進に関する実用化された理論的手法を取

り入れた船型開発法を計画した。その大筋は，初めに

主要目の見直しを行い，続いて，船体前半部形状の改

善，船体後半部形状の改善を行い，最後にプロペラの

高効率化を図るものである。

3)開発の各段階で性能の改善性を確認するための

比較基準が必要であるため，船舶整備公団が昭和55年

度に開発した省エネルギー試設計船を本研究の比較基

準として定めた。

4)初めに，実船として取り得る主要目の範囲を定

め，その輸送コストを計算し，これが最小となる主要

目を船型開発用母船型として選んだ（第 1船）。比較基

準船の主要目 (L,B, d, CB= 76.0m, 12.0m, 5.05m, 

0.6775)から第 1船の主要目 (78.0m,12.0m, 5.30m, 

0.6730)への変更は，主として，痩せ型化を図ったも

のであるが，その結果を水槽試験によって調査した結

果，排水量当りの制動馬力は，満載とバラストの計画

速力で比較基準船よりそれぞれ 5％と 3％の改善が得

られた。

5)造波抵抗の軽減を図るため， cpカーブの改善，

船首バルブの装着，船体前半部のフレームラインの修

正などを，調査資料及び統計解析その他の計算をもと

に行った（第 2船）。模型試験の結果，排水量当りの制

動馬力は，満載で第 1船より 16%，比較基準船より 20

％の大幅な改善が得られた。これはバルブの装着によ

る効果を含め，水線入角を減少させたことなどの船首

形状の改善により，造波抵抗が大幅に減少したことに

よるものである。ただし，バラストでは， トリムのた

め，船首バルブの造波軽減作用が失われ，更に， U型

フレームライン形状とトリムの相互作用で形状影響係

数が大きくなり，結局，制動馬力が比較基準船より 6

％増加した。

6)船体後半部では，推力減少係数 (1-t)の改

善を図るため，船尾表面圧力分布の計測値を参考にし

ながら，船体とプロペラの干渉計算を基礎として，フ°

ロペラ上方前方に当るフレームラインの痩せ型を図っ

た（第 3船）。模型試験の結果，第 3船の (1-t)は

第 2船より 2％改善され，これは計算による計画値と

よく一致した。従って，（ 1-t) の改善を図るには，

本研究に用いた計算方法が有効であることが判明し

た。
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7) プロペラの高効率化を図るため，低回転大直径

プロペラを採用した。併せて，バラスト状態の抵抗と

プロペラ起振力の軽滅を図るため，前者に対しては，

船首尾のビルジ部に於ける U型フレームラインをやや

V型に変え，後者に対しては船尾バルブを付加した（第

4船）。その結果，第 4船の制動馬力は，満載とバラス

トで，第 3船より 6％と 13%，比較基準船より 29％と

8％の改善が得られた。 Cadmも満載で400近くに達し

た。

8)大幅な馬力軽減の得られた第 4船について，フ°

ロペラ起振力を計算によって検討した結果，実船に於

けるサーフェス・フォース，ベアリング・フォースと

も容認限界内にあり，問題の無いことが判明した。こ

れは，船尾フレームラインが適度のU型となっている

上に，船尾バルブの効果も加わって伴流分布の不均一

性が幾分緩和され，これらがプロペラ起振力の軽減に

役立ったものである。

9)船型開発による馬力軽減の成果について，経済

性評価の試算を行った。その結果，新開発船の重量卜

ン当りの輸送コスト，資本回収率及び投下資本償却年

数は，比較基準船のそれらより，それぞれ約 7％減少，

53％上昇， 1.5年短縮と言う好結果が得られ，新開発船

は，高経済性内航船舶としての性能を十分有すること

が判明した。

以上述べたように，適正な船型開発法とそのプロセ

スを計画し，それらに基いて研究を実施した結果，新

測度法の適用で載貨容積，満載排水量が増加したにも

かかわらず，所要馬力を大幅に減少させ，従って経済

性を大きく改善させることができた。然も，船尾振動

の少ない船型が開発された。

本研究の方法は，今後の色々な船種の船型開発に参

考となり，性能改善に役立つことと確信する。
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